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借
対
照
表
（
資
産
・
負
債
及
び
純
資
産
）

＊貸借対照表
(単位：百万円)

11,366 14,408

482,405 502,012

500 500

236,842 229,129

国 債 19,275 26,665

地 方 債 108,194 96,834

社 債 88,909 83,622

株 式 1,951 1,779

そ の 他 の 証 券 18,511 20,227

647,133 649,333

割 引 手 形 4,183 3,849

手 形 貸 付 38,314 40,427

証 書 貸 付 570,122 564,118

当 座 貸 越 34,514 40,937

6,345 6,404

未 決 済 為 替 貸 127 130

信 金 中 金 出 資 金 4,907 4,907

前 払 費 用 13 16

未 収 収 益 933 996

そ の 他 の 資 産 363 353

16,827 16,577

建 物 7,823 7,430

土 地 8,325 8,313

リ ー ス 資 産 32 9

建 設 仮 勘 定 ― 30

646 793

574 573

ソ フ ト ウ ェ ア 499 270

75 302

465 490

507 579

△ 5,339 △ 4,909

( △ 3,580 ) ( △ 3,161 )

債 務 保 証 見 返

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計 1,397,629 1,415,099

科　目

( 資 産 の 部 )

現 金

預 け 金

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

前 払 年 金 費 用

その他の有形固定資産

その他の無形固定資産

(うち個別貸倒引当金)

( )
第 　　1　　0　　1　　期
( )

第 　　1　　0　　2　　期
2021年3月末 2022年3月末

(単位：百万円)

1,146,785 1,160,034
40,815 41,851
561,331 581,183
5,913 5,948
1,888 2,775

496,357 486,645
31,567 33,434
8,910 8,195
9,555 6,260

155,901 163,889
155,901 163,889

1,141 1,085
126 158
416 330
3 3
88 119
335 328
32 55
6 0
32 9
10 10
89 68

382 376
411 471
180 178
48 ―

329 28
507 579

1,315,243 1,332,903

3,041 2,985
3,041 2,985

76,829 78,197
3,074 3,041
73,754 75,156

特 別 積 立 金 72,070 73,607
( 8,678 ) ( 9,183 )
1,684 1,548
△ 53 △ 24
79,817 81,159
2,569 1,035
2,569 1,035

82,386 82,195
1,397,629 1,415,099

(注)記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

純 資 産 の 部 合 計

その他利益剰余金

処 分 未 済 持 分

会 員 勘 定 合 計

負 債 の 部 合 計

( 純 資 産 の 部 )

出 資 金

普 通 出 資 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

債 務 保 証

前 受 収 益

払 戻 未 済 金

払 戻 未 済 持 分

リ ー ス 債 務

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金

役員退職慰労引当金

偶 発 損 失 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

未 払 法 人 税 等

通 知 預 金

定 期 預 金

定 期 積 金

そ の 他 の 預 金

譲 渡 性 預 金

借 用 金

借 入 金

そ の 他 負 債

未 決 済 為 替 借

未 払 費 用

給 付 補 塡 備 金

貯 蓄 預 金

科　目

( 負 債 の 部 )

預 金 積 金

当 座 預 金

普 通 預 金

その他有価証券評価差額金

(経営基盤強化積立金)

　特別積立金

　　当期未処分剰余金 　　当期未処分剰余金

(経営基盤強化積立金)

　特別積立金

睡眠預金払戻損失引当金

評価・換算差額等合計

負債及び純資産の部合計

( )
第 　　1　　0　　1　　期
( )

第 　　1　　0　　2　　期
2021年3月末 2022年3月末



(単位：百万円)

2,153 1,946
101 28
101 28
143 125
26 23
117 80
― 21

2,111 1,849
19 108
499 282
518 391

1,592 1,458
91 90

1,684 1,548
(注)記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

＊剰余金処分計算書
(単位：百万円)

1,684 1,548
32 55
32 55

1,626 1,515
(年3％) 89 (年3％) 89

1,032 962
505 464
90 88

(注)記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

特 別 積 立 金

繰越金(当期末残高)

当 期 未 処 分 剰 余 金

積 立 金 取 崩 額

剰 余 金 処 分 額

繰越金(当期首残高)

当 期 未 処 分 剰 余 金

科　目

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

固 定 資 産 処 分 益

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

減 損 損 失

その他の特別 損失

科　目

経 常 利 益

特 別 利 益

2021年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書

(以下「財務諸表」という)の適正性、及び財務諸表作成に係る内部

監査の有効性を確認しております。

2022年6月21日

北海道信用金庫 理 事 長

会計監査人の監査

各年度の計算書類及びその附属明細書については、信用金庫法第

38条の2第3項の規定に基づき、外部監査人である「監査法人銀河」
の監査を受けております。

法人税、住民税及び事業税

利益準備金限度超過取崩額

普通出資に対する配当金

経営基盤強化積立金

( )
第 　　1　　0　　1　　期 第 　　1　　0　　2　　期

( )2021年4月1日~

2022年3月31日
2020年4月1日~

2021年3月31日

( )
第 　　1　　0　　1　　期 第 　　1　　0　　2　　期

( )2021年4月1日~

2022年3月31日
2020年4月1日~

2021年3月31日

佐藤信明
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＊損益計算書
(単位：百万円)

12,836 12,188
10,655 10,618
7,962 7,995
466 644

2,104 1,856
122 122

1,357 1,197
650 529
706 668
90 113
0 0
3 10
87 102

732 259
390 22
68 4
180 179
5 ―

88 52
10,682 10,242

121 90
104 78
2 2
7 4
5 5

827 780
112 73
715 707
13 19
― 15
13 4

9,479 9,224
5,075 4,972
4,140 3,808
263 443
240 127
2 1
54 30
41 ―

― 5
0 0

141 90
※右上へつづく

資 金 運 用 収 益

科　目

経 常 収 益

その他の業務収益

貸 出 金 利 息

預 け 金 利 息

有価証券利息配当金

その他の受入利息

役 務 取 引 等 収 益

受 入 為 替 手 数 料

その他の役務収益

そ の 他 業 務 収 益

外 国 為 替 売 買 益

国債等債券売却益

借 用 金 利 息

そ の 他 経 常 収 益

貸倒引当金戻入益

償 却 債 権 取 立 益

株 式 等 売 却 益

金銭の信託運用益

その他の経常収益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

預 金 利 息

譲 渡 性 預 金 利 息

役 務 取 引 等 費 用

支 払 為 替 手 数 料

その他の役務費用

そ の 他 業 務 費 用

国債等債券償還損

株 式 等 売 却 損

株 式 等 償 却

その他の業務費用

経 費

人 件 費

物 件 費

税 金

金銭の信託運用損

そ の 他 資 産 償 却

その他の経常費用

そ の 他 経 常 費 用

貸 出 金 償 却

( )

給付補塡備金繰入額

第 　　1　　0　　1　　期 第 　　1　　0　　2　　期

( )2021年4月1日~

2022年3月31日
2020年4月1日~

2021年3月31日
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貸借対照表の注記
1. 　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、

子会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については時価法（売却原価は

主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原

価法により行っております。

　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

3. 　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有

価証券の評価は、時価法により行っております。

4. 　有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後

に取得した建物（建物附属設備を除く）及び、平成１５年１月１日の合併により取得した建物及

び、平成２８年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物並びに、平成３０年１月１日の

合併により取得した一部の有形固定資産については定額法）を採用しております。

　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建　物　６年～５０年

　　その他　２年～２０年

5. 　無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自

金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間（主として５年）に基づいて

償却しております。

6. 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定資産」）中

のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、

残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ

以外のものは零としております。

7. 　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　日本公認会計士協会　銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定並

びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（令和２年１０月８日）に規定する正常

先債権及び要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後

３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基

礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、新型コロナウイル

ス感染症の影響等を勘案し信用リスクに応じて将来見込み等必要な修正を加えて算出しておりま

す。

　破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による

回収可能見込額を控除した残額（以下「非保全額」という）のうち、必要と認める額を以下のと

おり計上しております。

①　大口債務者のうち一定の条件に該当する債務者に対する債権については、債務者の状況を総

　合的に判断してキャッシュ・フローによる回収可能額を見積り、非保全額から当該キャッシュ

　・フローを控除した残額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー控除法）により計上し

　ております。

②　上記①以外の債務者に対する債権については、過去の一定期間における貸倒実績率から算出

　した予想損失率を非保全額に乗じた額を貸倒引当金として計上しております。

　破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。

　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店及び融資部等（営業関連部署）の協力

の下に資産査定室（資産査定部署）が資産査定を実施しております。

　なお、合併により引き継いだ一部の貸出金で、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債

権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した

残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は１９８百万円であります。

8. 　賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する額を計上しております。

9. 　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退

職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によってお

ります。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法（又は損益処理方法）は次の

とおりであります。

　過去勤務費用　　：その発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主として１０年）

　　　　　　　　　　による定額法により費用処理（又は損益処理）

　数理計算上の差異：各事業年度の発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主として

　　　　　　　　　　１０年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度か

　　　　　　　　　　ら費用処理（又は損益処理）

　当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基

金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない

ため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。

　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並

びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。

①　制度全体の積立状況に関する事項（令和３年３月３１日現在）

　　　年金資産の額　　　　　　　　　　　１，７３２，９３０百万円

　　　年金財政計算上の数理債務の額　　　　

　　　と最低責任準備金の額との合計額　　１，８１７，８８７百万円

　　　差引額　　　　　　　　　　　　　　　△　８４，９５７百万円

②　制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（令和３年３月分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．７２７３％

③　補足説明

　　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高１７８，４６９百万円及

　び別途積立金９３，５１１百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間

　１９年０ヵ月の元利均等定率償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充

　てられる特別掛金１３６百万円を費用処理しております。

　　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで

　算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。

10. 　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金

の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

11. 　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備え

るため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しております。

12. 　役務取引等収益は、役務提供の対価として収受する収益であり、内訳として「受入為替手数料」

「その他の受入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。このうち、受入為替手数料は、

為替業務から収受する受入手数料であり、主に送金、代金取立等の内国為替業務に基づくものが

あります。

　為替業務及びその他の役務取引等に係る履行義務は、通常、対価の受領と同時期に充足される

ため、原則として、一時点で収益を認識しております。貸金庫に係る固定利用料等については、

契約負債を前受収益として計上し、利用期間に按分しておりますが、履行義務の充足が１年超と

なる取引はありません。

13. 　消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は「その他の資産」に計上し、５年間で均

等償却を行っております。

14. 　会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年

度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

　貸倒引当金　　　４，９０９百万円

　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として７．に記載しております。

　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務

者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、

設定しております。

　なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業

年度に係る財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

15. 　理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額　５百万円

16. 　子会社等の株式又は出資金の総額　　　　　３０百万円

17. 　有形固定資産の減価償却累計額　　１５，７５５百万円

18. 　貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両、電子計算機の一部等については、所有権移転外

ファイナンス・リース契約により使用しております。

19. 　信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであ

ります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の

全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品

取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息

及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付

けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　３，６７６百万円

　危険債権額　　　　　　　　　　　　　　６，１１６百万円

　三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　　　　―　百万円

　貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　　　　７９５百万円

　合計額　　　　　　　　　　　　　　　１０，５８８百万円

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申

立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権でありま

す。

　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、

契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及

びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。

　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸

出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。

　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で

破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであ

ります。

　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

20. 　手形割引は、業種別委員会実務指針第２４号に基づき金融取引として処理しております。これ

により受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）

担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は３，８４９百万円

であります。

21. 　担保に供している資産は次のとおりであります。

　担保に供している資産

　　現金　　　　　　　　　８１百万円

　　預け金　　　　　　　３５３百万円

　　有価証券　　１７８，１４６百万円

　担保資産に対応する債務

　　預金　　　　　　４，３７９百万円

　　借用金　　　１６３，８８９百万円

　上記のほか、為替決済及び借入枠の取引の担保として、預け金１６４，０００百万円を差し入

れております。

　また、その他の資産には、敷金１１９百万円が含まれております。

22. 　「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に

対する当金庫の保証債務の額は１７２百万円であります。

23. 　出資１口当たりの純資産額　１３，８７６円９５銭

24. 　金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

　　当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。

　　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ＡＬ

　Ｍ）をしております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

　　当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。

　　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事

　業推進目的で保有しております。

　　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、為替の変動リスク、市場価

　格の変動リスクに晒されております。

　　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。

　　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

　　①　信用リスクの管理

　　　当金庫は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信

　　審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関

　　する体制を整備し運営しております。

　　　これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経営陣による

　　経営推進会議や理事会を開催し、審議・報告を行っております。

　　　さらに、与信管理の状況については、経営監査部がチェックしております。

　　　有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引に類するリスク特性を有している債

　　券に係るカウンターパーティーリスクに関しては、資金証券部において、信用情報や時価の

　　把握を定期的に行うことで管理しております。

　　②　市場リスクの管理

　　（ⅰ）金利リスクの管理

　　　　　当金庫は、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。

　　　　　ＡＬＭに関する要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、リス

　　　　ク管理委員会において決定されたＡＬＭに関する方針に基づき、理事会等において実施

　　　　状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。

　　　　　日常的には経営企画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギ

　　　　ャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、半期ベースで理事会に報告

　　　　しております。

　　（ⅱ）為替リスクの管理

　　　　　当金庫は、運用元本に対して為替の変動リスクがある外貨建資産の保有はありません

　　　　が、為替の変動リスクを内包した商品を保有しており、継続的なモニタリングを行って

　　　　おります。

　　　　　これらの情報は資金証券部を通じ、理事会及び経営推進会議において定期的に報告さ

　　　　れております。　

　　（ⅲ）価格変動リスクの管理

　　　　　有価証券を含む市場運用商品の保有については、経営推進会議において協議された運

　　　　用方針に基づき、理事会の監督の下、資金運用管理規程に従い行われております。

　　　　　このうち、資金証券部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度

　　　　額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っており

　　　　ます。　

　　　　　これらの情報は資金証券部を通じ、理事会及び経営推進会議において定期的に報告さ

　　　　れております。　

　　（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報

　　　　　当金庫において、主要なリスク変数である金利リスク及び価格変動リスクの影響を受

　　　　ける主たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」（非上場株式等、市場価格のない金

　　　　融商品を除く）、「貸出金」、「預金積金」、「譲渡性預金」、「借用金」であります。

　　　　　当金庫では、これらの金融資産及び金融負債について、市場のリスク量を月次あるい

　　　　は四半期で計測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内となるよう管理しており

　　　　ます。

　　　　　当金庫のＶａＲは分散共分散法により算出しており、「有価証券」のうち、株式、投

　　　　資信託、合同特定包括信託及びその他の証券については（保有期間１年、信頼区間９９

　　　　％、観測期間１年）により算出しており、令和４年３月３１日（当事業年度の決算日）

　　　　現在で当金庫の市場リスク量（損失額の推計値）は９５６百万円です。それ以外は（保

　　　　有期間１カ月、信頼区間９９％、観測期間１年）により算出しており、令和４年３月３

　　　　１日（当事業年度の決算日）現在で当金庫の市場リスク量（損失額の推計値）は１，８

　　　　１８百万円です。

　　　　　ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市

　　　　場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下にお

　　　　けるリスクは捕捉できない場合があります。

　　　　　なお、市場リスクの算出において、マイナスの値の市場金利も考慮し市場リスク量を

　　　　算出しております。

　　　　　また、２５．における時価においても同様であります。

　　③　資金調達に係る流動性リスクの管理

　　　当金庫は、ＡＬＭを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環

　　境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。



種　類 時　価 差　額

482 486 4

そ の 他 300 300 0

 時価が貸借対照表

 計上額を超えるもの

国 債 ― ― ―

地 方 債 12,599 12,709 109

社 債

小 計 13,382 13,497 115

 時価が貸借対照表

 計上額を超えないもの

国 債 ― ― ―

地 方 債

そ の 他 400 382 △ 18

小 計 400 382 △ 18

― ― ―

社 債 ― ― ―

合　計 13,782 13,880 97

貸借対照表計上額

合　計 214,756 213,325 1,430

　その他 8,529 8,890 △ 361

小 計 62,973 64,385 △ 1,412

地方債　 3,206 3,266 △ 59

社　債　 40,503 40,923 △ 419

53,626 54,518 △ 892

国　債　 9,915 10,329 △ 413

小 計 151,782 148,939 2,842

 貸借対照表計上額が

 取得原価を超えないもの

　株　式 818 976 △ 158

　債　券

 貸借対照表計上額が

 取得原価を超えるもの

　株　式 832 554 278

　債　券 140,413 138,912 1,501

社　債　 42,636 42,250 385

　その他 10,535 9,472 1,063

16,749 16,462 287

地方債　 81,028 80,199 829

国　債　

種　類 取得原価 差　額貸借対照表計上額

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等

　によった場合、当該価額が異なることもあります。

　　なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を含めて開

　示しております。

25. 　金融商品の時価等に関する事項

　令和４年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであり

ます（時価等の評価技法（算定方法）については（注１）参照）。なお、市場価格のない株式等

及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注２）参照）。

　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（＊１）預け金、貸出金、預金積金、譲渡性預金、借用金の「時価」には、「簡便な計算により

　　　　算出した時価に代わる金額」が含まれております。　　

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

　　（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）

金融資産

（１）預け金

　　預け金については、市場金利（ＳＷＡＰ）で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として

　記載しております。

（２）有価証券

　　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によってお

　ります。投資信託は取引所の価格又は公表されている基準価額によっております。自金庫保証

　付私募債は、情報ベンダーにおいて算出された価格によっております。

　　なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、２６．から２９．に記載して

　おります。

（３）貸出金

　　貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当

　金を控除する方法により算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。

　①　最終期日経過又は６カ月超延滞等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権につい

　　ては、貸借対照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額。）

　②　①以外の債権については、貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利

　　（ＳＷＡＰ）で割り引いた価額

金融負債

（１）預金積金

　　預金積金については、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて

　現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。その割引率は、

　市場金利（ＳＷＡＰ）を用いております。

（２）譲渡性預金、借用金

　　譲渡性預金、借用金については、（１）と同様であります。

　　（注２）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品

　　　　　の時価情報には含まれておりません。　　 

（＊１）子会社株式、非上場株式、子会社出資金、信金中央金庫出資金及びその他出資金につい

　　　　ては、企業会計基準適用指針第１９号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」　　

　　　　（令和２年３月３１日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。　

（＊２）当事業年度において、非上場株式の減損処理はありません。

（＊３）組合出資金については、企業会計基準適用指針第３１号「時価の算定に関する会計基準

　　　　の適用指針」（令和元年７月４日）第２７項に基づき、時価開示の対象とはしておりま

　　　　せん。

　　（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（＊）貸出金のうち、最終期日経過又は６カ月超延滞等、償還予定額が見込めないもの、期間の　　

　　　定めがないものは含めておりません。

　　（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

（＊）預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めて開示しております。

26. 　有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、

「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれております。以下、２９．まで同

様であります。

売買目的有価証券はありません。

満期保有目的の債券

　当事業年度における減損処理額はありません。

30. 　運用目的の金銭の信託
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1,330,252
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13,858
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42
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（３）借用金　　 （＊１）

502,700

13,880

214,756

657,497

1,388,834

1,160,057

163,889

6,263

163,932

（２）譲渡性預金 （＊１）

649,333

△ 4,909

644,423

1,374,975

1,160,034

6,260

金融資産計

金融負債計

貸借対照表計上額 時　価 差　額

502,012

13,782

214,756

1,330,184

（１）預け金   　 （＊１）

（２）有価証券

　　　満期保有目的の債券

　　　その他有価証券

（３）貸出金   　 （＊１）

　　　貸倒引当金 （＊２）

（１）預金積金　 （＊１）

4,907

0

5,508

区  分 貸借対照表計上額

子会社株式（＊１）

非上場株式（＊１）（＊２）

組合出資金（＊３）

子会社出資金（＊１）

合  計

信金中央金庫出資金（＊１）

その他出資金（＊１）

462

10

20

108

155,644

435,551

 預け金

 貸出金（＊）

合　計

　　  その他有価証券のうち

　　  満期があるもの　　　

 有価証券

       満期保有目的の債券

10年超5年超10年以内1年超5年以内1年以内

2,000

300

35,762 25,100

261,000239,012

5,132

116,445

―

100

153,738

194,635

8,240

221,956

587,701 143,845

96,504 40,797

1年以内

 預金積金（＊） 1,051,651

1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

 借用金 163,711 46 58 73

108,382 0 ―

― ― ― 譲渡性預金 6,260

合　計 1,221,623 108,429 58 73

売却原価 売却損益売却額

国　　　債 ― ― ―

地　方　債 ― ― ―

社　　　債 ― ― ―

そ　の　他 500 506 6

合　　　計 500 506 6

80,861千円
　　 建物、土地、

　　 その他の有形

　　 固定資産　　留寿都村内　1ヵ所

減損損失計上額地　域

　　小樽市内　　2ヵ所、

　　新篠津村内　1ヵ所、 店　舗

主な用途 種　類

(単位：百万円)

(単位：百万円)

(単位：百万円)

(単位：百万円)

(単位：百万円)

(単位：百万円)

貸借対照表計上額

運用目的の金銭の信託 500 ―

当事業年度の損益に含まれた評価差額貸借対照表計上額

運用目的の金銭の信託 500 ―

当事業年度の損益に含まれた評価差額貸借対照表計上額

運用目的の金銭の信託 500 ―

当事業年度の損益に含まれた評価差額

損益計算書の注記

子会社株式で市場価格のあるものはありません。

その他有価証券 (単位：百万円)

27. 　当事業年度中に売却した満期保有目的の債券

（売却の理由）発行体の購入要請に応じて売却致しました。

28. 　当事業年度中に売却したその他有価証券

29. 　減損処理を行った有価証券

　有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、「当該有価証券の時価が取

得原価に比べて５０％以上下落しており、一年以内に取得原価程度まで時価の回復の可能性が見

込めないと判断される」若しくは「当該有価証券の時価が今年度を含み過去２期の決算で連続し

て取得原価に比べ３０％以上５０％未満下落しており、取得原価の７０％以上への時価の回復の

可能性を反証する事が困難」に該当した場合については、当該時価をもって貸借対照表計上額とす

るとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

(単位：百万円)

(単位：百万円)

株　　　式　　 349 107 15

売却額

合　　　計 419 121 15

売却益の合計額 売却損の合計額

　　社　　　債 ― ― ―

そ　の　他　　 69 14 ―

　　国　　　債 ― ― ―

　　地　方　債 ― ― ―

債　　　券　　 ― ― ―

　営業用店舗については、原則、管理会計上の最小区分である営業店単位をグルーピング単位と

し、遊休資産については、各資産単位をグルーピング単位としております。

　使用の中止を決定したこと並びに収益性の低下した営業用建物について、帳簿価額を回収可能

価額まで減額した当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

1. 　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 　子会社との取引による収益総額　　４７，７１１千円

　子会社との取引による費用総額　１０９，０７９千円

3. 　出資１口当たり当期純利益金額　　　２４２円００銭

4. 　当事業年度において、以下の資産について減損損失を計上しております。

31. 　運用目的以外の金銭の信託はありません。

32. 　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を

受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付け

ることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、４５，７６２百万円で

あります。このうち契約残存期間が１年以内のものが４５，７６２百万円あります。

33. 　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。

　繰延税金資産

　　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７３２百万円

　　有価証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０百万円

　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９６０百万円

　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，７２３百万円

　　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額　　　　△　８３１百万円

　評価性引当額小計　　　　　　　　　　　　　　　　　　△　８３１百万円

　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８９１百万円

　繰延税金負債　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　その他有価証券評価差額金　　　　　　　　　　　　　　　７８４百万円

　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３５百万円

　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９１９百万円

　繰延税金負債の純額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８百万円

34. 　収益認識会計基準の「表示」に関する事項

　企業会計基準第２９号「収益認識に関する会計基準」（令和２年３月３１日）（以下「収益認

識会計基準」という。）に基づく契約負債の金額は、他の負債と区分表示しておりません。前受

収益に含まれる契約負債の金額は、１４百万円であります。

35. 　会計方針の変更

【収益認識に関する会計基準事項】

　収益認識会計基準等を当事業年度の期首から適用し、消費税等の会計処理を税込方式から税抜

方式へ変更しております。この変更による経常利益及び当期純利益への影響は軽微であります。

　なお、収益認識会計基準第８９項に定める経過的な取扱いに従い、当事業年度の期首より前ま

でに税込方式に従って消費税等が算入された固定資産等の取得原価から消費税等相当額を控除し

ておりません。

　また、収益認識会計基準等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識し

ております。これによる当事業年度の利益剰余金の期首残高への影響はありません。

【時価の算定に関する会計基準事項】

　企業会計基準第３０号「時価の算定に関する会計基準」（令和元年７月４日）等を当事業年度

の期首から適用し、時価算定会計基準第１９項及び企業会計基準第１０号「金融商品に関する会

計基準」（令和元年７月４日）第４４―２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。この変更による財務諸表へ

の影響はありません。

36. 　表示方法の変更

　信用金庫法施行規則の一部改正（令和２年１月２４日内閣府令第３号）が令和４年３月３１日

から施行されたことに伴い、信用金庫法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のた

めの緊急措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。

　なお、回収可能価額は正味売却価額とし、建物については正味売却価額を原則零としております。

5. 　その他の特別損失　２１，６４３千円は、１００周年記念事業費用であります。

6. 　収益を理解するための基礎となる情報は、貸借対照表の注記において、重要な会計方針とあわ

せて注記しております。



＊主な経営指標の推移 (単位：百万円)

2017年度 2018年度 2020年度 2021年度

経 常 収 益 8,791 13,682 12,836 12,188
経 常 利 益 1,497 1,429 2,153 1,946
当 期 純 利 益 1,536 1,036 1,592 1,458
預金 積金 残 高 1,051,484 1,039,396 1,146,785 1,160,034
貸 出 金 残 高 576,311 564,692 647,133 649,333
有価 証券 残 高 289,838 272,838 236,842 229,129
純 資 産 額 82,679 82,486 82,386 82,195
総 資 産 額 1,170,485 1,156,241 1,397,629 1,415,099

＊会員数及び出資金・配当金・単体自己資本比率・役職員数 (単位：千人、千口、百万円、人)

2018年3月末 2019年3月末 2021年3月末 2022年3月末

64 62 60 59
21 20 21 21
85 82 81 81

6,361 6,227 6,083 5,971
3,180 3,113 3,041 2,985

125,333 123,779 89,929 89,334
20 20 15 15

16.51% 16.94% 17.15% 17.77%
20 20 16 16
18 17 13 13
762 727 664 652
488 461 402 384
274 266 262 268

＊業務粗利益 (単位：百万円)

※ 業務粗利益率 ＝ 業務粗利益 ／ 資金運用勘定平均残高 × 100

＊業務純益 (単位：百万円)

※ 業務純益 ＝ 業務収益 －（ 業務費用 － 金銭の信託運用見合費用 ）

※ 実質業務純益 ＝ 業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額

※ コア業務純益 ＝ 実質業務純益 － 国債等債券損益

1,042,018
573,876
255,571

2019年度

12,470
1,043
847

81,022
1,144,797

2020年3月末

個 人 会 員 61
法 人 会 員 20
会 員 計 81
普 通 出 資 口 数 6,148
普 通 出 資 金 3,074

91,539
15

自 己 資 本 比 率 16.96%
役 員 数 18

う ち 常 勤 役 員数 15

資 金 利 益 10,534 10,527

職 員 数 692
男 性 432
女 性 260

2020年度 2021年度

業 務 粗 利 益 11,141 11,038

業 務 純 益 1,724 1,874

役 務 取 引 等 利益 529 417
そ の 他 業 務 利益 77 94

業 務 粗 利 益 率 0.85% 0.75%

2020年度 2021年度

コ ア 業 務 純 益 1,644 1,824

実 質 業 務 純 益 1,724 1,874
コ ア 業 務 純 益 1,721 1,879

普通出資に対する配当金総額(千円)

普通出資一口当たり配当金(円)

(投資信託解約損益を除く｡)

期末

残高

期末

資産

利益
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／
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＊資金運用・
　資金運用勘定の
　平均残高・利息・利回

＊役務取引の状況

＊その他業務利益の内訳

＊総資産利益率

＊総資金利鞘

「その他の役務収益」には、

投資信託・保険窓販に伴う手

数料や口座振替手数料等が含

まれております。

「その他の役務費用」には、

団体信用生命保険料や保証会

社への支払保証料等が含まれ

ております。

「総資金利鞘」は、運用資金

全体の収益力をみる指標です。

6

(単位：百万円)

平均残高 利 息 平均残高 利 息

1,305,820 10,655 1,459,059 10,618
貸 出 金 603,955 7,962 627,996 7,995
預 け 金 455,449 466 604,314 644
有 価 証 券 243,114 2,104 228,325 1,856

1,252,493 121 1,409,418 90
預 金 積 金 1,148,269 107 1,233,784 81
譲 渡 性 預 金 12,382 7 10,929 4
借 用 金 92,829 5 165,204 5

(注)資金運用勘定は無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息を、それぞれ控除して

    表示しております。

(単位：百万円)

受 入 為 替 手 数 料

その他の役務収益

支 払 為 替 手 数 料

その他の役務費用

(単位：百万円)

外 国 為 替 売 買 益

国債等債券売却益

その他の業務収益

国債等債券償還損

その他の業務費用

0.11% 0.09%総資産当期純利益率

総 資 金利 鞘 (A)-(B) 0.05% 0.07%

資 金 運 用 利 回 (A) 0.81% 0.72%
資 金 調 達 原 価 率 (B) 0.76% 0.65%

2020年度 2021年度

－ 15
13 4

総 資 産 経 常 利 益 率 0.16% 0.13%

2020年度 2021年度

3 10
87 102

そ の 他 業 務 費 用 13 19

役 務 取 引 等 収 益

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 収 益 90 113
0 0

112
715

1,197
529
668
780
73
707

827

0.04%
0.00%

1,357
650
706

資 金 運 用 勘 定

資 金 調 達 勘 定

利 回

0.81%
1.31%
0.10%
0.86%
0.00%

2020年度 2021年度

2020年度 2021年度

2020年度 2021年度

0.00%
0.06%
0.00%

利 回

0.72%
1.27%
0.10%
0.81%
0.00%
0.00%

※ 総資産経常利益率 ＝ 経 常 利益 ÷ 総資産 (債務保証見返を除く) 平均残高× 100

※ 総資産当期純利益率 ＝ 当期純利益 ÷ 総資産 (債務保証見返を除く) 平均残高× 100



(単位：百万円)

資金要因 資金要因

803 335
貸 出 金 773 314
預 け 金 174 148
有 価 証 券 144 127

2,297 11
預 金 積 金 9 7
譲 渡 性 預 金 17 0
借 用 金 2,305 4
その他支払利息 － －

(注)増減要因が重複する部分については、利率に要因を含めております。

(単位：百万円)

当 座 預 金

普 通 預 金

貯 蓄 預 金

通 知 預 金

定 期 預 金

定 期 積 金

(単位：百万円)

(単位：百万円)

52.9%
0.5%

33

0.2%
528,271 42.4%
495,948 39.8%

701,402
42.8%

35,246 2.8%

1,233,784 99.1%
10,929 0.9%

100.0%

0 0.0%

2022年3月末

486,645 100.0%合 計

414,133 36.1%

1,160,034 100.0%

残　高 構成比

485,639 99.8%
1,005 0.2%

残　高 構成比

409,871 35.3%

そ の 他 3,864 0.3%
計 1,148,269 98.9%

1,146,785 100.0%

残　高 構成比

変動金利 定期 預金

そ の 他

495,260 99.8%
1,096 0.2%

0 0.0%

合 計

固定金利 定期 預金

2021年3月末

会 員 預 金

会 員 外 預 金

残　高

定 期 性 預 金

491,923 532,705

譲 渡 性 預 金 12,382 1.1%
合 計 1,160,651 100.0% 1,244,713

2,481

32,322

1,520 0.1%
534,637 46.1%

567,809 48.9%
5,731 0.5%

657,806
5,867

504,699 43.5%

構成比

609,767 52.5%

－

56.4%

29,937 2.6%

732,652 63.9% 750,163 64.7%

－ －

2020年度 2021年度

2021年3月末 2022年3月末

42.4%

構成比

496,357 100.0%

2.6%
4,111 0.3%

(うち有利息預 金 )

34,705 3.0%

支 払 利 息 47 29
29 26

0 0

2,344
38

2,305
33

4
1 18

40

流 動 性 預 金

－

平均残高 構成比平均残高

279 32
9 178

303 248

2020年度 2021年度

純増減 純増減

受 取 利 息 33 38836
494
183
159

利率要因 利率要因

373
282
30
121

（　 　　　） （　 　　　）

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△
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＊受取利息と
　支払利息の増減

＊預金科目別・
　譲渡性預金の平均残高

＊定期預金の残高

＊会員・会員外預金の
　残高
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＊人格別預金残高

＊貸出金科目別平均残高

＊貸出金の金利別残高

＊貸出金の担保別残高

＊債務保証見返の
　担保別残高

(単位：百万円)

個 人

法 人

公 金

金 融 機 関

合 計

(単位：百万円)

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

合 計

(単位：百万円)

固 定 金 利

変 動 金 利

合 計

(単位：百万円)

当金庫預金積金

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他

計

保 証 協 会 等

保 証

信 用

計

合 計

(単位：百万円)

当金庫預金積金

不 動 産

保 証

信 用

合 計

2021年3月末 2022年3月末

平均残高 構成比 平均残高 構成比

2020年度 2021年度

1,146,785 100.0% 1,160,034 100.0%

残　高 構成比 残　高 構成比

318,040 27.4%
42,105 3.6% 46,707 4.0%

777,252 67.8%

36,164 6.0% 32,174 5.1%
535,880 88.7% 563,197 89.7%

4,582 0.8% 3,844 0.6%

603,955 100.0% 627,996 100.0%
27,327 4.5% 28,780 4.6%

2021年3月末 2022年3月末

2021年3月末 2022年3月末

残　高 構成比 残　高 構成比

105,063 16.2% 107,576 16.6%
542,070 83.8% 541,757 83.4%

2021年3月末 2022年3月末

2,476 0.4% 2,869 0.4%
208,962 32.3% 213,129 32.8%

438,171 67.7% 436,203 67.2%

204,028 31.5% 203,903 31.4%
63,229 9.8% 59,893 9.2%

647,133 100.0%

789,992 68.1%
322,007 28.1%

－ － － －

203,173 31.4% 207,141 31.9%

5,419 0.5% 5,294 0.5%

3,312 0.5% 3,118 0.5%
－ － － －

354
507

47
15
93
422
579

30
12
109

649,333 100.0%

170,913 26.4% 172,406 26.6%

647,133 100.0% 649,333 100.0%

残　高 構成比残　高 構成比



(単位：百万円)

(単位：百万円)

※ 預貸率 ＝ 貸出金 ÷（ 預金積金 ＋ 譲渡性預金 ）× 100

構成比

2021年3月末 2022年3月末

残　高 構成比 残　高 構成比

会 員 505,873 78.2% 509,264 78.4%

合 計 647,133 100.0% 649,333 100.0%
会 員 外 141,260 21.8% 140,068 21.6%

2021年3月末 2022年3月末

残　高 構成比 残　高

消 費 者 ロ ー ン 13,159 14.4% 13,956 15.1%
住 十 宅 ロ ー ン 77,975 85.6% 78,435 84.9%

55.96%
52.03%

55.67%
50.45%

合 計 91,135 100.0% 92,391 100.0%

期 末

期 中 平 均

2021年3月末 2022年3月末

(単位：先、百万円)

先　数 残　高 構成比 先　数 残　高 構成比

製 造 業 758 29,439 4.5% 762 30,313 4.7%
農 林 漁 業 174 2,128 0.3% 154 2,066 0.3%
鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業 5 171 0.0% 5 200 0.0%
建 設 業 2,930 78,268 12.1% 2,946 80,893 12.5%
電 気 ・ ガ ス ・熱 供給 ・水 道業 3 24 0.0% 4 155 0.0%
情 報 通 信 業 123 1,707 0.3% 127 1,771 0.3%
運 輸 業 、 郵 便 業 390 15,805 2.4% 404 16,300 2.5%
卸 売 業 、 小 売 業 1,947 55,493 8.6% 1,915 54,895 8.4%
金 融 業 、 保 険 業 63 16,696 2.6% 62 17,606 2.7%
不 動 産 業 1,935 134,087 20.7% 1,893 133,913 20.6%
物 品 賃 貸 業 38 4,967 0.8% 37 5,149 0.8%
学術研究、専門・技術サービス業 136 2,508 0.4% 137 2,402 0.4%
宿 泊 業 72 5,269 0.8% 74 5,548 0.9%
飲 食 業 816 10,713 1.7% 813 10,770 1.7%
生 活 関 連 サ ービ ス業 、娯 楽業 235 7,846 1.2% 235 7,216 1.1%
教 育 、 学 習 支 援 業 57 2,194 0.3% 57 2,028 0.3%
医 療 、 福 祉 433 19,707 3.1% 427 18,604 2.9%
そ の 他 の サ ー ビ ス 1,741 43,004 6.7% 1,748 42,909 6.6%
小 計 11,856 430,035 66.5% 11,800 432,747 66.7%
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 45 115,445 17.8% 42 112,636 17.3%
個 人 22,225 101,652 15.7% 21,833 103,949 16.0%
合 計 34,126 647,133 100.0% 33,675 649,333 100.0%

(注) 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

2022年3月末2021年3月末

(単位：百万円)

2021年3月末 2022年3月末

設 備 資 金

運 転 資 金

残　高 構成比 残　高 構成比

221,958 34.3% 220,379 33.9%
425,175 65.7% 428,953 66.1%

合 計 647,133 100.0% 649,333 100.0%

資
金
運
用
２

貸
出
金
の
使
途
別
残
高
／
貸
出
金
の
業
種
別
残
高
／
会
員
・
会
員
外
貸
出
金
の
残
高
／
住
宅
ロ
ー
ン
・
消
費
者
ロ
ー
ン
残
高
／
預
貸
率
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＊会員・会員外
　貸出金の残高

＊住宅ローン・
　消費者ローン残高

＊預貸率

＊貸出金の業種別残高

＊貸出金の使途別残高



＊ (単位：百万円)

2021年3月末 4,325 4,325 1,834 2,490 100.00 100.00
2022年3月末 3,676 3,676 1,572 2,104 100.00 100.00
2021年3月末 6,700 5,934 4,844 1,089 88.57 58.74
2022年3月末 6,116 5,501 4,444 1,056 89.94 63.21
2021年3月末 917 361 293 68 39.40 10.98
2022年3月末 795 243 183 59 30.56 9.72

三 月 以 上 2021年3月末 ― ― ― ― ― ―

延 滞 債 権 2022年3月末 ― ― ― ― ― ―

貸 出 条 件 2021年3月末 917 361 293 68 39.40 10.98
緩 和 債 権 2022年3月末 795 243 183 59 30.56 9.72

2021年3月末 11,943 10,621 6,972 3,649 88.93 73.41
2022年3月末 10,588 9,421 6,200 3,220 88.97 73.39
2021年3月末 636,306
2022年3月末 639,917
2021年3月末 648,249
2022年3月末 650,506

(注) 1.「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及び

　　 　これらに準ずる債権です。

　　 2.「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能

　　　 性の高い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。

　　 3.「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額です。

　　 4.「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」

　　 　に該当しない貸出金です。

　　 5.「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取

　　 　決めを行った貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「三月以上延滞債権」に該当しない貸出金です。

　　 6.「正常債権」（Ｂ）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「要管理債権」

　　 　以外の債権です。

　　 7.「担保・保証等による回収見込額」（ｃ）とは、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。

　　 8.「貸倒引当金」（ｄ）には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。

　　 9.「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支

　　 　払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、

　　 　「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使

　　 　用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

　　 ※百万円未満は切り捨て、小数点第3位を切り捨てて表示しております。

　　 ※過年度のディスクロージャー誌において記載しておりました「正常債権」及び「合計（今年度より「総与信残高」）」欄の計数に誤りがあったことから、訂正後の計

　　 　数を記載しております。なお、訂正前の計数は以下のとおりであります。

　　 　2021年3月末：正常債権 636,104百万円、合計 648,047百万円

危 険 債 権

要 管 理 債 権

小     計 （ Ａ ）

正 常 債 権 （ Ｂ ）

総 与 信 残 高

（ Ａ ） ＋ （ Ｂ ）

保全率（％）

（ｂ）／（ａ）

引当率（％）

（ｄ）／（ａ－ｃ）

破 産 更 生 債 権 及 び

これらに準ずる債権

開示残高

（ａ）

保全額

（ｂ）＝（ｃ＋ｄ）
区　分 担保・保証等による

回収見込額（c）

担保・保証等による

回収見込額（c）
貸倒引当金

（ｄ）

貸倒引当金

（ｄ）

＊貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 (単位：百万円)

目的使用 その他 目的使用 その他

1,878 1,758 ― 1,878 1,758 1,758 1,748 ― 1,758 1,748
3,923 3,580 72 3,850 3,580 3,580 3,161 407 3,173 3,161
5,802 5,339 72 5,729 5,339 5,339 4,909 407 4,932 4,909

(注) 貸倒引当金には、自己査定の債務者区分が「正常先」「要注意先」に該当する債務者への貸出金について、将来発生するであろう不良債権に備えて事前に積み立ててい

　　 る「一般貸倒引当金」と「破綻懸念先」「実質破綻先」及び「破綻先」に該当する債務者への貸出金について、回収不能見込額の処理に必要な準備額を計上する「個別

　　 貸倒引当金」等があります。

　 ※百万円未満は切り捨てて表示しております。

2022年3月末

当期減少額 当期減少額

個別貸倒引 当金

合 計

期末残高 期末残高

一 般貸倒引 当金

期首残高 当期増加額期首残高 当期増加額

2021年3月末

債
権
管
理

貸
倒
引
当
金
の
期
末
残
高
及
び
期
中
の
増
減
額
／
貸
出
金
償
却
の
額
／
信
用
金
庫
法
開
示
債
権
（
リ
ス
ク
管
理
債
権
）
及
び
金
融
再
生
法
開
示
債
権
の
保
全
・
引
当
状
況
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＊貸出金償却の額 (単位：百万円)

2 1合 計

2021年3月末 2022年3月末

＊信用金庫法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金



＊内国為替取扱実績 (単位：百万円)

2020年度 2021年度

2,452,166 2,498,078
仕 向 1,157,955 1,186,913
被 仕 向 1,294,211 1,311,165

52,196 47,879
仕 向 25,395 23,066
被 仕 向 26,801 24,813

＊公共債窓販実績 (単位：百万円)

2020年度 2021年度

155 121

＊外国為替取扱実績 (単位：千円)

2020年度 2021年度

2,627 5,656
1,226,132 806,221

＊有価証券に関する指標

①商品有価証券の種類別の平均残高・・・該当はございません。

③有価証券の種類別の平均残高 (単位：百万円)

2020年度 2021年度

19,214 24,390
113,717 100,070

－ －
91,229 84,001
1,882 1,660
8,057 9,528
9,013 8,674

243,114 228,325

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

合 計

短 期 社 債

国 債

地 方 債

社 債

株 式

送 金 ・ 振 込

代 金 取 立

合 計

仕 向

被 仕 向

為
替
業
務
／
国
際
業
務
・
証
券
業
務
１

内
国
為
替
取
扱
実
績
／
公
共
債
窓
販
実
績
／
外
国
為
替
取
扱
実
績
／
外
貨
建
資
産
残
高
／
公
共
債
引
受
額
／
公
共
債
デ
ィ
ー
リ
ン
グ
実
績
／
有
価
証
券
に
関
す
る
指
標
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②有価証券の種類別の残存期間別の残高 (単位：百万円)

1,991 5,892 6,602 － － 4,788 － 19,275
14,657 52,452 40,674 409 － － － 108,194

－ － － － － － － －
10,495 19,558 16,314 5,859 34,842 500 1,339 88,909

－ － － － － － 1,951 1,951
606 1,008 906 818 1,130 2,698 1,619 8,787
－ － － － － － 9,723 9,723

3,671 5,743 2,969 － － 14,281 － 26,665
27,292 51,253 14,000 373 － 3,913 － 96,834

－ － － － － － － －
9,681 20,709 9,117 17,386 20,671 4,708 1,347 83,622

－ － － － － － 1,779 1,779
400 804 1,301 500 1,679 2,305 3,834 10,826
－ － － － － － 9,401 9,401

2021年3月末

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

2022年3月末

国 債

地 方 債

7年超10年以下

7年超10年以下

短 期 社 債

社 債

株 式

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

株 式

5年超7年以下

1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 5年超7年以下

1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 10年超 期間の定めの
合　　計

ないもの

10年超 期間の定めの
ないもの

合　　計

④預証率の期末値及び期中平均値

2021年3月末 2022年3月末

20.48% 19.64%
20.94% 18.34%

※ 預証率 ＝ 有価証券 ÷（ 預金積金 ＋ 譲渡性預金 ）× 100

期 末

期 中 平 均

＊外貨建資産残高 (単位：千ドル、千ユーロ、千ポンド)

米 ド ル 69 －

ユ ー ロ 3 －

豪 ド ル － －

英ポンド － －

香港ドル － －

米 ド ル － －

ユ ー ロ － －

豪 ド ル － －

英ポンド － －

香港ドル － －

2021年3月末 2022年3月末

外国証券

外国通貨

＊公共債引受額・・・該当はございません。

＊公共債ディーリング実績・・・取扱いはございません。



証
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２
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券
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額
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⑤金銭の信託

1.運用目的の金銭の信託 (単位：百万円)

2021年3月末

貸借対照表計上額 当事業年度の損益に含まれた評価差額 　 貸借対照表計上額 　 当事業年度の損益に含まれた評価差額

500 － 500 －
(注) 貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。

2.運用目的以外の金銭の信託・・・該当はございません。

2022年3月末

＊有価証券と金銭信託の取得価額又は契約価額、時価及び評価損益

①売買目的有価証券・・・該当はございません。

②満期保有目的の債券 (単位：百万円)

貸借対照表 　 貸借対照表 　

－ － － － － －
16,299 16,524 224 12,599 12,709 109

－ － － － － －
518 526 7 482 486 4

1,206 1,217 10 300 300 0
18,025 18,267 242 13,382 13,497 115

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

300 292 7 400 382 18
300 292 7 400 382 18

18,325 18,560 235 13,782 13,880 97
注1.時価は、期末日における市場価格等に基づいております。

注2.上記の「その他」は、外国証券です。

③その他有価証券 (単位：百万円)

貸借対照表 　 貸借対照表 　

943 642 300 832 554 278
171,129 168,454 2,675 140,413 138,912 1,501
18,936 18,450 486 16,749 16,462 287
91,894 90,445 1,449 81,028 80,199 829

－ － － － － －
60,298 59,558 739 42,636 42,250 385
13,325 12,273 1,051 10,535 9,472 1,063
185,398 181,371 4,027 151,782 148,939 2,842

862 933 70 818 976 158
28,431 28,692 260 53,626 54,518 892

338 340 1 9,915 10,329 413
－ － － 3,206 3,266 59
－ － － － － －

28,093 28,351 258 40,503 40,923 419
3,220 3,368 147 8,529 8,890 361
32,515 32,993 478 62,973 64,385 1,412

217,913 214,365 3,548 214,756 213,325 1,430
注1.貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。

注2.上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。

注3.市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

④市場価格のない株式等及び組合出資金 (単位：百万円)

組 合 出 資 金 457 462
合 計 603 590

子 会 社 株 式 20 20
非 上 場 株 式 125 108

合　　　　　計

2021年3月末 2022年3月末

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

貸借対照表計上額が

取得原価を

超えないもの

株 式

債 券

国 債

地 方 債

短期社債

社 債

そ の 他

小 計

貸借対照表計上額が

取得原価を

超えるもの

株 式

債 券

国 債

地 方 債

短期社債

社 債

そ の 他

小 計

合　　　　　計

2021年3月末 2022年3月末

種　　類 取得原価 差　額 取得原価 差　額
計　　　　上　　　額 計　　　　上　　　額

時価が

貸借対照表計上額を

超えないもの

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

そ の 他

小 計

時価が

貸借対照表計上額を

超えるもの

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

そ の 他

小 計

2021年3月末 2022年3月末

種　　類 時　価 差　額 時　価 差　額
計　　　　上　　　額 計　　　　上　　　額

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△



＊信用金庫法開示債権（リスク管理債権） (単位：百万円) ＊事業の種類別セグメント

2021年3月末 2022年3月末

4,325 3,676
6,700 6,116

－ －

917 795
(A) 11,943 10,588
(B) 636,306 639,917

648,249 650,506
(注)連結ベースの保全状況は、単体ベースと同様のため省略しております。

区　　分

(A)＋(B)総 与 信 残 高

正 常 債 権

危 険 債 権

三 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権

小 計

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
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連
結
財
務
諸
表
１

連
結
貸
借
対
照
表
／
主
要
な
連
結
経
営
指
標
／
連
結
リ
ス
ク
管
理
債
権
／
事
業
の
種
類
別
セ
グ
メ
ン
ト

(単位：百万円)

1,146,658 1,159,886
9,555 6,260

155,901 163,889
1,153 1,090
382 376
411 471
180 178
48 ―

329 28
507 579

1,315,129 1,332,760

3,041 2,985
76,946 78,323
△ 53 △ 24
79,934 81,284
2,569 1,035
2,569 1,035

82,503 82,320
1,397,632 1,415,081

純 資 産 の 部 合 計

2022年3月末2021年3月末科　目

処 分 未 済 持 分

会 員 勘 定 合 計

賞 与 引 当 金

役員退職慰労引当金

偶 発 損 失 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

債 務 保 証

そ の 他 負 債

譲 渡 性 預 金

借 用 金

( 負 債 の 部 )

預 金 積 金

負 債 の 部 合 計

( 純 資 産 の 部 )

出 資 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

睡眠預金払戻損失引当金

評価・換算差額等合計

負債及び純資産の部合計

＊主要な連結経営指標 (単位：百万円)

2018年3月末 2019年3月末 2020年3月末 2021年3月末 2022年3月末

8,811 13,702 12,489 12,856 12,153
1,500 1,439 1,060 2,181 1,917
1,535 1,042 861 1,611 1,466
82,757 82,570 81,120 82,503 82,320

1,170,478 1,156,236 1,144,794 1,397,632 1,415,081
16.53% 16.96% 16.99% 17.18% 17.79%

経 常 収 益

経 常 利 益

純 資 産 額

総 資 産 額

自 己 資 本 比 率

親会社株主に帰属する当期純利益

＊連結貸借対照表 (単位：百万円)

493,772 516,421

500 500

236,671 229,109

647,133 649,333

6,346 6,405

16,999 16,578

建 物 7,917 7,430

土 地 8,400 8,313

リ ー ス 資 産 32 9

建 設 仮 勘 定 ― 30

648 795

574 573

ソ フ ト ウ ェ ア 499 270

75 302

465 490

507 579

△5,339 △4,909

(注)記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

　　連結貸借対照表の主な注記事項は本誌14ページに掲載しております。

債 務 保 証 見 返

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計 1,397,632 1,415,081

2021年3月末 2022年3月末

貸 出 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

退職給付に係る資産

科　目

( 資 産 の 部 )

現 金 及 び 預 け 金

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

その他の有形固定資産

その他の無形固定資産

連結会社は信用金庫業務以外の事業を一部営んで

おりますが、それらの事業の全セグメントに占める

割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情

報は、記載しておりません。



＊連結剰余金計算書 (単位：百万円)

75,425 76,946
1,611 1,466

1,611 1,466
91 89

91 89
76,946 78,323

(注)記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

利益剰余金期末残高

科　目

利益剰余金期首残高

利 益 剰 余 金 増 加 高

親会社株主に帰属する当期純利益

2020年4月1日~
2021年3月31日

2021年4月1日~
2022年3月31日

＊連結損益計算書 (単位：百万円)

12,856 12,153
10,655 10,618

7,962 7,995
466 644

2,104 1,856
122 122

1,353 1,192
90 113

757 229

390 22
68 4
298 202

10,675 10,236
121 90

104 78
2 2
7 4
5 5

827 780
13 19

9,473 9,220
239 125

239 125
2,181 1,917
101 71

101 71
143 125

26 23
117 80

― 21
2,139 1,863

27 113
499 282
527 396

1,611 1,466
1,611 1,466

(注)記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

資 金 調 達 費 用

経 常 費 用

役 務 取 引 等 費 用

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

その他の経常費用

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益

そ の 他 経 常 費 用

経 費

そ の 他 業 務 費 用

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

減 損 損 失

その他の特別損失

預 金 利 息

譲 渡 性 預 金 利 息

借 用 金 利 息

貸倒引当金戻入益

償 却 債 権 取 立 益

その他の経常収益

有価証券利息配当金

その他の受入利息

科　目

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

預 け 金 利 息

親会社株主に帰属する当期純利益

給付補塡備金繰入額

2020年4月1日~
2021年3月31日

法人税、住民税及び事業税

税金等調整前当期純利益

2021年4月1日~
2022年3月31日

　＜連結財務諸表の作成方針＞ 

　　1.連結の範囲に関する事項

　　　(1)連結される子会社及び子法人等…3社

　　　　   会社名：しんきん北海道ビジネスサービス株式会社

　　　 　　　 　　 しんきん北海道総合管理有限会社　

　　　  　　 　　　株式会社しんきん北海道金融センター

　　　(2)非連結の子会社及び子法人等…該当なし

　　2.持分法の適用に関する事項

　　　(1)持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等……該当なし

　　　(2)持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等…該当なし

　　3.連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項

　　　　連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。

　　　　　3月末日　3社

　　4.のれんの償却に関する事項…該当なし

　　5.剰余金処分項目等の取扱に関する事項

　　　　連結剰余金計算書は、連結会計年度において確定した剰余金処分に基づいて作成し

　　　ております。

　＜連結貸借対照表の注記＞ 

　　1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　2.有形固定資産の減価償却累計額　15,756百万円

　　3.出資1口当たりの純資産額　　　  13,898円11銭

　　4.金融商品の時価等に関する事項

　　(注)市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、

　　　　金融商品の時価情報には含まれておりません。

　　　(*1)非上場株式、信金中央金庫出資金及びその他出資金については、企業会計基準適

　　　　　用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(令和2年3月31日)

　　　　　第5項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

　　　(*2)当連結会計年度において、非上場株式の減損処理はありません。

　　　(*3)組合出資金については、企業会計基準適用指針第31号 ｢時価の算定に関する会計

　　　　　基準の適用指針｣(令和元年7月4日) 第27項に基づき、時価開示の対象とはしてお

　　　　　りません。

　　5.当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。

　　　　退職給付債務 　　　　 　 　　　　　△ 2,819百万円

　　　　年金資産(時価)            　                        3,427百万円

　　　　未積立退職給付債務　　　　　　　　　 608百万円

　　　　未認識数理計算上の差異　　　   　　　　77百万円

　　　　未認識過去勤務費用(債務の減額)    △　 195百万円

　　　　連結貸借対照表計上額の純額　　　　　 490百万円

　　　　　　　　退職給付に係る資産　　　　　 490百万円

　　※貸借対照表注記のうち単体と同内容の項目は記載を省略しております。

　＜連結損益計算書の注記＞ 

　　1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　2.出資1口当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額　243円37銭

　　3.｢その他の経常費用｣には、以下を含んでおります。

　　　　責任共有制度に係る未払費用　　37,363千円

　　　　株式等売却損　　　　　　　　　27,623千円

　　4.当連結会計年度において、以下の資産について減損損失を計上しております。

　　　　営業用店舗については、原則、管理会計上の最小区分である営業店単位をグルーピ

　　　ング単位とし、遊休資産については、各資産単位をグルーピング単位としております。

　　　　使用の中止を決定したこと並びに収益性の低下した営業用建物について、帳簿価格

　　　を回収可能価額まで減額した当該減少額を減損損失として特別損失に計上しておりま

　　　す。

　　　　なお、回収可能価額は正味売却価額とし、建物については正味売却価額を原則零と

　　　しております。

　　5.その他の特別損失21,643千円は、100周年記念事業費用であります。

　　6.収益を理解するための基礎となる情報は、貸借対照表の注記において、重要な会計方

　　　針とあわせて注記しております。
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地　域 主な用途 種　類 減損損失計上額

小樽市内　　2カ所 建物、土地、

新篠津村内　1カ所 店 舗 その他の有形 80,861千円

留寿都村内　1カ所 固定資産　　

（単位：百万円）

区　　分 連結貸借対照表計上額

　　　　非上場株式(*1)(*2) 108

　　　　組合出資金(*3) 462

　　　　信金中央金庫出資金(*1) 4,907

　　　　その他出資金(*1) 0

合　　計 5,478




